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1. 平成30年6月期の連結業績（平成29年7月1日～平成30年6月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年6月期 9,970 12.5 402 45.1 368 44.8 218 2.1

29年6月期 8,865 9.3 277 37.6 254 40.7 214 40.0

（注）包括利益 30年6月期　　219百万円 （△6.2％） 29年6月期　　234百万円 （207.0％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年6月期 116.32 ― 48.4 9.4 4.0

29年6月期 120.53 ― 96.7 7.2 3.1

（参考） 持分法投資損益 30年6月期 ―百万円 29年6月期 ―百万円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握でき

　　　　　ませんので記載しておりません。

　　　２．当社は、平成29年12月16日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと

　　　　　仮定して１株当たり当期純利益金額を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年6月期 4,166 558 13.4 297.18

29年6月期 3,664 344 9.4 183.19

（参考） 自己資本 30年6月期 558百万円 29年6月期 344百万円

（注）当社は、平成29年12月16日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

　　　して１株当たり純資産額を算定しております。

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年6月期 637 △256 △97 1,042

29年6月期 481 △176 △118 759

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年6月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00 5 2.5 2.5

30年6月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00 5 2.6 1.2

31年6月期(予想) ― 0.00 ― 3.00 3.00 2.7

（注）当社は、平成29年12月16日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。平成29年６月期については当該株式分割前の実際の配当

　　　金の額を記載しております。平成30年６月期期末の配当金については当該株式分割後の金額を記載しております。



3. 平成31年 6月期の連結業績予想（平成30年 7月 1日～平成31年 6月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,256 12.3 167 △15.8 152 △18.2 100 △18.9 41.97

通期 10,937 9.7 428 6.4 400 8.6 268 22.7 109.42

（注）平成31年６月期（予想）の１株当たり当期純利益は、公募増資（540,000株）及び第三者割当増資（97,500株）を含めた予定期中平均株式数により算定して

　　　おります。

※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年6月期 1,880,000 株 29年6月期 1,880,000 株

② 期末自己株式数 30年6月期 ―株 29年6月期 ―株

③期中平均株式数 30年6月期 1,880,000 株 29年6月期 1,776,440 株

（注）当社は、平成29年12月16日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと

　　　仮定して「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」を算定しております。

※決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　（将来に関する記述等についてのご注意）

　　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、

　その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　（決算補足説明資料の入手方法）

　　平成30年８月30日（木）に機関投資家・アナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。

　　この説明会で配布する資料につきましては、開催後、速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用所得環境の改善や底堅い企業収益が下支えとなり、緩やかな回復基

調が続きましたが、米国の保護主義的な通商政策等による貿易摩擦、中東・東アジア地域における地政学上のリス

ク等の影響が懸念され、先行きは不透明な状況で推移しました。

当社グループが属する情報サービス業界におきましては、このような経済環境のもと、働き方改革への取り組み

等企業における効率化や生産性向上を目的とした投資需要に加え、ＡＩ、ＩｏＴ、Ｆｉｎｔｅｃｈ等の分野に注目

が集まり、市場は拡大傾向となりました。 

特に流通・小売業におけるデジタルマーケティング強化に向けたＥＣやビッグデータ分析関連、製造業における

高度化されたシステムの維持運用における効率化に向けたＩＴ投資等、特に各種クラウド型ＩＴサービスへの需要

が堅調に推移しているものと考えております。

このような経済環境のもとで、当社グループにおきましては、小売業におけるシステム基盤のクラウド移行案件

や物流業における基幹システム更新案件、人材サービス業におけるスマートフォンアプリ開発案件等を中心に受注

拡大に努めた結果、当連結会計年度における売上高は9,970百万円（前年同期比12.5％増）と堅調に推移いたしま

した。また、営業利益は402百万円（同45.1％増）、経常利益は368百万円（同44.8％増）、親会社株主に帰属する

当期純利益は218百万円（同2.1％増）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりです。なお、セグメントの売上高については、外部顧客への売上高を記載し

ております。 

（ソリューション事業） 

小売業におけるシステム基盤のクラウド移行案件や物流業における基幹システム更新案件、人材サービス業にお

けるスマートフォンアプリ開発案件の受注等により、売上高は8,254百万円（前年同期比12.8％増）、セグメント

利益は1,905百万円（同16.3％増）となりました。

（アウトソーシング事業） 

ＡＩ関連サービス等を含めたデータセンター業務等が堅調に推移した結果、売上高は1,344百万円（同14.3％

増）、セグメント利益は429百万円（同23.0％増）となりました。

（プロダクト事業）

住宅建築業向けの製品のカスタマイズ案件が減少し、売上高は326百万円（同0.7％減）、セグメント利益は142

百万円（同3.1％減）となりました。

（その他事業）

北米で展開しているメディア関連の広告収入の減少等により、売上高は44百万円（同2.6％減）、セグメント利

益は23百万円（同16.8％減）となりました。

 

（２）当期の財政状態の概況

（資産） 

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末と比べて501百万円増加し、4,166百万円となりました。 

流動資産は、前連結会計年度末と比べて484百万円増加し、3,228百万円となりました。これは主に、現金及び預

金が310百万円、仕掛品が60百万円、受取手形及び売掛金が42百万円、繰延税金資産が34百万円増加したこと等に

よるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末と比べて17百万円増加し、937百万円となりました。これは主に、ソフトウェア

が70百万円、敷金が42百万円増加し、土地が27百万円減少したこと等によるものであります。 

 

（負債） 

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末と比べて287百万円増加し、3,608百万円となりまし

た。 

流動負債は、前連結会計年度末と比べて361百万円増加し、2,842百万円となりました。これは主に、未払費用が

128百万円、未払法人税等が102百万円、未払金が70百万円増加したこと等によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末と比べて74百万円減少し、765百万円となりました。これは主に、長期借入金が

47百万円、その他が33百万円減少したこと等によるものであります。 

 

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末と比べて214百万円増加し、558百万円となりました。こ

れは主に、利益剰余金が213百万円増加したこと等によるものであります。 
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ282百万円

増加し、当連結会計年度末には1,042百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は637百万円（前年同期比32.4％増）となりました。これは主に、税金等調整前

当期純利益が340百万円、減価償却費が184百万円等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は256百万円（同45.2％増）となりました。これは主に、無形固定資産の取得に

よる支出が94百万円、有形固定資産の取得による支出が64百万円、敷金及び保証金の差入による支出が59百万円等

によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は97百万円（同17.0％減）となりました。これは主に、リース債務の返済による

支出が64百万円、長期借入金の返済（純額）が37百万円等によるものであります。 

 

（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、中東・東アジア地域における地政学上のリスクをはじめとして、海外の不安定な

政治動向等による経済の減速懸念がありますが、情報サービス業界におきましては、クラウド分野やスマートデバ

イス関連分野が引き続き高い成長率で推移していくものと見込んでおります。特に、「働き方改革」の実現や人手

不足解消に向けたＩＴ活用意識の高まり等を背景に、スマートフォンやタブレット等のモバイル端末によるクラウ

ドサービスの利用とともに、ＩｏＴ、Ｆｉｎｔｅｃｈ、ビッグデータ、ＡＩ等の技術要素が注目されています。Ｉ

Ｔを利用した業務の生産性向上や省力化・自動化への期待が高まり、ＩＴシステムへの投資が続く一方で、対応す

る技術者が不足しており、人材確保と育成が最重要事項の一つとなっています。 

当社グループにおいては、特にクラウド分野・ＡＩ・パッケージソリューションサービス等の注力領域に対する

ビジネス基盤の強化を継続的に行ってまいります。 

これらをふまえ、次期業績の見通しにつきましては、売上高10,937百万円（前年同期比9.7％増）、営業利益428

百万円（同6.4％増）、経常利益400百万円（同8.6％増）、親会社に帰属する当期純利益268百万円（同22.7％増）

を見込んでおります。 

なお、上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づくため、実際の業績は今後様々な要

因によって予想数値と異なる結果となる場合があります。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成29年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成30年６月30日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,125,139 1,436,137 

受取手形及び売掛金 1,306,088 1,348,754 

商品及び製品 17,149 31,192 

仕掛品 108,034 168,302 

貯蔵品 2,736 2,422 

繰延税金資産 90,706 125,342 

その他 95,760 117,242 

貸倒引当金 △700 △457 

流動資産合計 2,744,913 3,228,936 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 178,155 190,324 

減価償却累計額 △107,310 △112,892 

建物及び構築物（純額） 70,845 77,431 

車両運搬具 5,284 5,284 

減価償却累計額 △4,432 △4,798 

車両運搬具（純額） 851 485 

工具、器具及び備品 131,962 157,278 

減価償却累計額 △90,867 △108,092 

工具、器具及び備品（純額） 41,095 49,186 

土地 95,000 67,960 

リース資産 262,456 247,871 

減価償却累計額 △155,002 △165,204 

リース資産（純額） 107,453 82,666 

有形固定資産合計 315,246 277,730 

無形固定資産    

ソフトウエア 174,982 245,042 

のれん 20,030 15,956 

リース資産 33,983 21,865 

その他 59,450 2,253 

無形固定資産合計 288,447 285,118 

投資その他の資産    

敷金 183,037 225,739 

繰延税金資産 78,718 78,686 

その他 54,617 70,521 

投資その他の資産合計 316,373 374,947 

固定資産合計 920,067 937,796 

資産合計 3,664,981 4,166,732 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成29年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成30年６月30日） 

負債の部    

流動負債    

買掛金 405,145 422,452 

短期借入金 980,000 990,000 

1年内返済予定の長期借入金 129,479 139,249 

リース債務 63,915 50,322 

未払金 146,626 217,224 

未払費用 392,038 520,934 

未払法人税等 41,189 144,176 

賞与引当金 4,886 6,570 

受注損失引当金 2,470 11,783 

品質保証引当金 16,707 17,628 

その他 298,163 321,934 

流動負債合計 2,480,622 2,842,275 

固定負債    

長期借入金 417,246 370,093 

リース債務 83,391 60,211 

役員退職慰労引当金 139,340 154,743 

退職給付に係る負債 154,214 168,842 

その他 45,774 11,867 

固定負債合計 839,965 765,759 

負債合計 3,320,588 3,608,035 

純資産の部    

株主資本    

資本金 203,897 203,897 

資本剰余金 8,347 8,347 

利益剰余金 184,055 397,098 

株主資本合計 396,300 609,343 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △1,047 △1,859 

為替換算調整勘定 △3,194 △3,569 

退職給付に係る調整累計額 △47,665 △45,217 

その他の包括利益累計額合計 △51,907 △50,646 

純資産合計 344,392 558,697 

負債純資産合計 3,664,981 4,166,732 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年７月１日 
 至 平成29年６月30日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年７月１日 
 至 平成30年６月30日) 

売上高 8,865,362 9,970,304 

売上原価 6,731,805 7,494,070 

売上総利益 2,133,557 2,476,234 

販売費及び一般管理費 1,855,927 2,073,504 

営業利益 277,629 402,729 

営業外収益    

受取利息 1,161 128 

受取手数料 － 2,062 

助成金収入 1,909 1,593 

保険解約返戻金 12,983 12 

保険配当金 － 1,220 

その他 2,976 2,012 

営業外収益合計 19,031 7,029 

営業外費用    

支払利息 34,061 27,157 

為替差損 7,781 9,365 

株式公開費用 － 3,850 

その他 25 547 

営業外費用合計 41,867 40,920 

経常利益 254,793 368,839 

特別利益    

固定資産売却益 － 41 

特別利益合計 － 41 

特別損失    

固定資産除却損 14,219 1,181 

減損損失 － 27,040 

特別損失合計 14,219 28,221 

税金等調整前当期純利益 240,574 340,660 

法人税、住民税及び事業税 56,588 157,597 

法人税等調整額 △30,132 △35,621 

法人税等合計 26,455 121,976 

当期純利益 214,118 218,683 

親会社株主に帰属する当期純利益 214,118 218,683 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年７月１日 
 至 平成29年６月30日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年７月１日 
 至 平成30年６月30日) 

当期純利益 214,118 218,683 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,621 △812 

為替換算調整勘定 3,586 △375 

退職給付に係る調整額 15,163 2,448 

その他の包括利益合計 20,371 1,260 

包括利益 234,489 219,944 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 234,489 219,944 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日） 

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 

当期首残高 195,550 － △24,738 170,811 

当期変動額         

新株の発行 8,347 8,347   16,695 

剰余金の配当     △5,325 △5,325 

親会社株主に帰属する 
当期純利益     214,118 214,118 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）         

当期変動額合計 8,347 8,347 208,793 225,488 

当期末残高 203,897 8,347 184,055 396,300 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産 
合計 

  
その他有価証
券評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額 

合計 

当期首残高 △2,668 △6,781 △62,829 △72,278 98,533 

当期変動額           

新株の発行         16,695 

剰余金の配当         △5,325 

親会社株主に帰属する 
当期純利益         214,118 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

1,621 3,586 15,163 20,371 20,371 

当期変動額合計 1,621 3,586 15,163 20,371 245,859 

当期末残高 △1,047 △3,194 △47,665 △51,907 344,392 
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当連結会計年度（自 平成29年７月１日 至 平成30年６月30日） 

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 

当期首残高 203,897 8,347 184,055 396,300 

当期変動額         

新株の発行         

剰余金の配当     △5,640 △5,640 

親会社株主に帰属する 
当期純利益     218,683 218,683 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）         

当期変動額合計 － － 213,043 213,043 

当期末残高 203,897 8,347 397,098 609,343 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産 
合計 

  
その他有価証
券評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額 

合計 

当期首残高 △1,047 △3,194 △47,665 △51,907 344,392 

当期変動額           

新株の発行           

剰余金の配当         △5,640 

親会社株主に帰属する 
当期純利益         218,683 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） △812 △375 2,448 1,260 1,260 

当期変動額合計 △812 △375 2,448 1,260 214,304 

当期末残高 △1,859 △3,569 △45,217 △50,646 558,697 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年７月１日 
 至 平成29年６月30日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年７月１日 
 至 平成30年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 240,574 340,660 

減価償却費 166,181 184,474 

のれん償却額 5,101 4,074 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23,708 △242 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,276 15,403 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 9,643 18,094 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,559 1,684 

受注損失引当金の増減額（△は減少） △17,729 9,312 

品質保証引当金の増減額（△は減少） 8,256 921 

受取利息及び受取配当金 △1,281 △249 

支払利息 34,061 27,157 

減損損失 － 27,040 

固定資産除却損 14,219 1,181 

売上債権の増減額（△は増加） △75,067 △42,840 

たな卸資産の増減額（△は増加） 192,195 △73,997 

仕入債務の増減額（△は減少） 26,976 17,318 

未払費用の増減額（△は減少） 5,276 128,947 

未払金の増減額（△は減少） △3,078 62,941 

その他 9,083 △1,889 

小計 603,539 719,991 

利息及び配当金の受取額 1,281 249 

利息の支払額 △33,648 △26,638 

法人税等の支払額 △89,358 △58,689 

法人税等の還付額 － 2,848 

営業活動によるキャッシュ・フロー 481,813 637,760 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △169,820 △141,619 

定期預金の払戻による収入 134,409 107,200 

保険積立金の積立による支出 △14,380 △11,159 

保険積立金の払戻による収入 38,584 － 

有形固定資産の取得による支出 △6,952 △64,912 

有形固定資産の売却による収入 － 296 

無形固定資産の取得による支出 △89,434 △94,923 

敷金及び保証金の差入による支出 △48,982 △59,170 

敷金及び保証金の回収による収入 538 14,572 

資産除去債務の履行による支出 － △6,500 

出資金の払込による支出 － △10 

事業譲受による支出 △20,370 － 

その他 0 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △176,409 △256,227 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △180,000 10,000 

長期借入れによる収入 300,000 150,000 

長期借入金の返済による支出 △170,697 △187,383 

リース債務の返済による支出 △78,758 △64,976 

配当金の支払額 △5,325 △5,640 

株式の発行による収入 16,695 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △118,085 △97,999 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,439 △655 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 189,758 282,878 

現金及び現金同等物の期首残高 569,565 759,323 

現金及び現金同等物の期末残高 759,323 1,042,201 

 

- 10 -



（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「未払金」は、総資産の100分の5を超えた

ため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会

計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表における、「流動負債」の「その他」444,790千円は、「未払

金」146,626千円、「その他」298,163千円として組み替えております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、主たるサービスやソリューション及び顧客やマーケットを総合的に勘案してセグメントを

区分し、「ソリューション事業」、「アウトソーシング事業」、「プロダクト事業」の３つを報告セグメント

としております。 

３つの報告セグメントの事業内容は以下のとおりであります。 
 

報告セグメント 事業内容

ソリューション事業 

システムに関するコンサルティング・設計・開発およびデータベースやネッ

トワーク等のインフラ構築、並びにクラウドサービスの利用・導入支援サー

ビス

アウトソーシング事業 

ホスティングおよびハウジング等のデータセンターサービスおよびソリュー

ションサービス提供後のシステムに関するユーザー企業への教育、ヘルプデ

スクの運用・保守、データエントリー（入力）サービス

プロダクト事業 
当社グループによる製品（パッケージソフト）の開発および販売、ユーザー

企業の用途に応じたカスタマイズ開発サービス 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に

準拠した方法であります。

報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日）

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注）３ 
 

ソリューシ

ョン 
アウトソ

ーシング 
プロダクト 計 

売上高                

外部顧客への 
売上高 

7,315,075 1,176,427 328,474 8,819,977 45,385 8,865,362 － 8,865,362 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 41,234 18,884 60,118 22,301 82,419 △82,419 － 

計 7,315,075 1,217,662 347,358 8,880,096 67,686 8,947,782 △82,419 8,865,362 

セグメント利益 1,638,455 348,932 147,076 2,134,465 28,193 2,162,658 △29,100 2,133,557 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外情報提供サービ

ス、海外メディア事業、人材紹介事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引の消去の額であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の売上総利益と調整を行っております。

４．資産・負債は、事業セグメントに配分していないため、記載しておりません。

 

当連結会計年度（自 平成29年７月１日 至 平成30年６月30日） 

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注）３ 
 

ソリューシ

ョン 
アウトソ

ーシング 
プロダクト 計 

売上高                

外部顧客への 
売上高 

8,254,992 1,344,883 326,215 9,926,092 44,212 9,970,304 － 9,970,304 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,059 47,480 3,013 51,553 22,255 73,808 △73,808 － 

計 8,256,051 1,392,364 329,228 9,977,645 66,468 10,044,113 △73,808 9,970,304 

セグメント利益 1,905,247 429,126 142,444 2,476,817 23,449 2,500,267 △24,033 2,476,234 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外情報提供サービ

ス、海外メディア事業、人材紹介事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引の消去の額であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の売上総利益と調整を行っております。

４．アウトソーシング事業に係るのれん（15,956千円）を除き、資産・負債は、事業セグメントに配分

していないため、記載しておりません。
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４．報告セグメントのセグメント利益の合計額と連結財務諸表の営業利益との差異の調整 

（単位：千円）
 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 2,134,465 2,476,817

その他 28,193 23,449

合計 2,162,658 2,500,267

調整額 △29,100 △24,033

連結財務諸表の売上総利益 2,133,557 2,476,234

販売費及び一般管理費 1,855,927 2,073,504

連結財務諸表の営業利益 277,629 402,729

 

【関連情報】 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％に満たないため、主要

な顧客ごとの情報の記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成29年７月１日 至 平成30年６月30日）

全社資産（アウトソーシングセンター）27,040千円

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日） 

                （単位：千円） 

 
ソリュー

ション 

アウトソ

ーシング 

プロダク

ト 
計 その他 合計 調整額 

連結財務諸表 

計上額 

当期償却費 － 5,101 － 5,101 － 5,101 － 5,101 

当期末残高 － 20,030 － 20,030 － 20,030 － 20,030 
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当連結会計年度（自 平成29年７月１日 至 平成30年６月30日） 

                （単位：千円） 

 
ソリュー

ション 

アウトソ

ーシング 

プロダク

ト 
計 その他 合計 調整額 

連結財務諸表 

計上額 

当期償却費 － 4,074 － 4,074 － 4,074 － 4,074 

当期末残高 － 15,956 － 15,956 － 15,956 － 15,956 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成28年７月１日
至 平成29年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成29年７月１日
至 平成30年６月30日）

１株当たり純資産額 183.19円 297.18円 

１株当たり当期純利益金額 120.53円 116.32円 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．当社は、平成29年12月16日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定し

ております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成28年７月１日
至 平成29年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成29年７月１日
至 平成30年６月30日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 214,118 218,683

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益金

額（千円）
214,118 218,683

普通株式の期中平均株式数（株） 1,776,440 1,880,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

の概要

 新株予約権１種類（新株予約

権の数17,300個）

 新株予約権１種類（新株予約

権の数17,300個）
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（重要な後発事象）

１．公募による新株式の発行

 当社は、平成30年８月２日に株式会社東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場いたしました。この株式上場

にあたり、平成30年６月29日及び平成30年７月13日開催の取締役会において、下記のとおり募集株式の発行につ

いて決議し、平成30年８月１日に払込が完了いたしました。

 この結果、資本金は638,597千円、発行済株式総数は2,420,000株となっております。

① 募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

② 発行する株式の種類及び数：普通株式 540,000株

③ 発行価格：１株につき 1,750円

 一般募集はこの価格にて行いました。

④ 引受価額：１株につき 1,610円

 この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込金として受取った金額であります。

 なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

⑤ 払込金額：１株につき 1,402.5円

 この金額は会社法上の払込金額であり、平成30年７月13日開催の取締役会において決定された金額でありま

す。

⑥ 資本組入額：１株につき 805円

⑦ 発行価額の総額： 757,350千円

⑧ 資本組入額の総額： 434,700千円

⑨ 払込金額の総額： 869,400千円

⑩ 払込期日：平成30年８月１日

⑪ 資金の使途：事業所移転に伴う設備投資資金及び借入金の返済資金

 

２．第三者割当増資による新株式の発行 オーバーアロットメントの売出に係る発行 

 当社は、平成30年６月29日及び平成30年７月13日開催の取締役会において、オーバーアロットメントによる売

出しに関連して、大和証券株式会社を割当先とする第三者割当増資を下記のとおり決議しております。

① 発行する株式の種類及び数：普通株式 97,500株（上限）

② 払込金額：１株につき 1,402.5円

③ 払込金額の総額： 156,975千円（上限）

④ 申込予定期日：平成30年８月30日

⑤ 払込予定期日：平成30年９月４日

⑥ 資金の使途：事業所移転に伴う設備投資資金及び借入金の返済資金
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